第7章　インドネシア

瀧井　貞行

スマトラ島北部アチェ州西方沖で2004年12月26日に発生した巨大な地震とその後の壊滅的な津波は，同地域に深刻な被害をもたらし約12万7千人の犠牲者と3万7千人の行方不明者を出した（Jakarta Post Online, 2005年12月26日）。この災害は莫大な物的被害と精神的苦痛をもたらした。しかし，国家全体のGDPに占める同州のシェアは僅か2％と小さかったため（BPS-Statistics，2005a），インドネシア経済全体に及ぼした影響は比較的小さかった。一方でこの災害は，自由アチェ闘争（GAM）とインドネシア国軍との和平合意を進展させた最大の契機となったといえよう。2005年8月の和平合意に続き，同年12月にはGAMの武装解除と半数以上に及ぶインドネシア国軍軍人の撤退が完了した。これにより，30年以上続き1万人以上の犠牲者を出した長い闘争は終止符を打つことになろう。
アチェの復興活動以外にも，2005年においてスシロ・バンバン・ユドヨノ（SBY：Susilo Bambang Yudhoyono）大統領はいくつかの重大な問題を抱えていた。例えば，原油高やドル建て金利の高騰などの国際経済動向に伴う悪影響への対応や，10月1日にバリ島で起きたようなテロの防止，汚職の撲滅などである。これらの要因により四半期ベースの実質GDP成長率は第1四半期の6.1％から5.8％，5.3％へと徐々に低下した（BPS-Statistics，various years c）。第4四半期には，燃料補助金削減に伴い原油高の影響が消費需要を低迷させると考えられるため，成長率はさらに低下すると予想される。表7.1では，2005年通年の成長率は5.3％と仮定されている。これは，表1.2の予測値の中でも低い水準にあり，また同年第4四半期の成長率が3.9％であることを意味する。ただし，通年で見ると，表7.1で想定された2005年の成長率は2004年よりも僅かに高い。1人当たりGDP（米ドル）も1997～98年に起きた金融危機以前のピークを上回っている。ただし，2006年の見通しについては，減速傾向が上半期にも続くため，表1.2のように2005年の経済成長率よりも僅かに低くなるとの見方が一般的である。
2004年と2005年にかけて原油価格が高騰したことは，財政面において深刻な結果をもたらす可能性があった。その主因は，2003年1～9月期に1バレル29米ドルであった原油世界平均価格が2004～05年の同期にはそれぞれ36米ドル，52米ドルに上昇した時期においても（International Monetary Fund，various years c），インドネシアでは石油国内価格を低価格に設定するために巨額の補助金を拠出していたことにある。原油高の影響により，2004年の歳出に占める石油補助金の割合は16％に達し（Indonesia, Bank Indonesia，various years），2005年にはさらに上昇したと考えられる。一方で，歳入面について見ると，石油収入が歳入に占める割合は2003年の13％から2004年には15％に僅かに上昇しただけであった。

財政全体については，2002～04年の財政赤字は対GDP比で2％以下に抑えられ，収支が均衡していることからわかるように（表7.2），うまく運営されてきたといえよう。低成長に伴う歳入減や，地方分権化法が施行された2001年以降の地方政府への分配金支出の増加，さらに2001年以降の（対内・対外債務に対する）利子支払いの急増があった中でも，均衡財政が保たれている。しかしながら，昨今の原油高に伴う石油補助金支出の増加は，財政赤字の急増を意味した。そして，財政の持続可能性に対する懸念，さらに補助金の主な受益者は自動車を所有することのできる中間層であるという批判に対処するため，SBY大統領は大幅な燃料補助金の削減に踏み切った。補助金削減により，燃料国内価格は3月に29％上昇し，補助金が大幅にカットされた10月1日には114％の上昇を示した（World Bank，2005）。その一方で，補助金削減により推計25兆ルピアの歳出が抑えられた。その内総額4兆6,500億ルピアを利用して，1,550万の貧困世帯またはそれに準ずる世帯に対して1世帯当たり30万ルピアを移転するプログラムを開始し，貧困層に配慮した対策も実施している。
このように，現在の状況は，石油価格の上昇が政府歳出に比べて歳入を，消費に比べて輸出を増加させる傾向にあった過去の状況と非常に対照的である。例えば，1986～87年においては鉱物性燃料（大部分は石油・ガスであった）が輸出総額の半分以上を占めていたのに対し，輸入については1割程度であった。現在では，2005年1～9月期を見ると，輸出・輸入に占めるシェアはそれぞれ27％，24％である（表7.3）。同様に，石油・ガスが大半を占める鉱業の実質GDPに占めるシェアは18％から9％にまで低下した（表7.1）。逆に，製造業のシェアが急速に伸び，1999年以降は実質GDPの4分の1，輸出の2分の1以上を占めている。

継続的なドル建て金利の上昇と膨らむ財政赤字に対する懸念，さらに経常黒字（2005年第1～3四半期に3億3,600万米ドル，Indonesia, Bank Indonesia，various years）と外貨準備（同290億米ドル，International Monetary Fund，various years c）の減少に対する懸念から，9月末に対米ドル為替レートは1ドル10,310ルピアにまで減価した（年末までには若干回復）。ルピアの減価と燃料価格の高騰により，年間インフレ率（消費者物価指数）は10％を上回った。表7.2ではGDPデフレータも14％上昇すると想定されている（表1.2の内，最近なされた予測値に相当）。ただし，1～10月期のマネーサプライの伸び率（前年同月比）が上昇していることから，インフレを招いた原因の1つとして，金融当局の対応も批判に晒されている。2006年については，いくつかの予測機関が経済成長率の低下を予測しているが，インフレ率に関しては上昇すると見られている。為替の減価と物価の上昇への対応として，中央銀行は7月5日に8.5％であった政策金利であるBIレートを継続的に引き上げ，12月6日には12.75％に達した（Indonesia, Bank Indonesia，2006）。
インドネシアの輸出総額に占める日本向け輸出のシェアは2005年1～9月期に再び20％以上に達し（表7.4），日本側の統計で見ると同輸出は2003～04年にかけて大きく増加した（表7.5）。日系多国籍企業もインドネシアに対して巨額の直接投資を行い，その従業者数や売上高も近年伸びている（表7.6）。2004～05年には総固定資本形成の対実質GDP比や株式価格指数も上昇傾向にある（表7.1）。さらに1999～2001年には巨額の出超であった対内直接投資も04年に10億米ドル，05年第1～3四半期には26億米ドルを記録している。これらの傾向は明るい話題であるが，2006年以降も政府は力強い経済成長を促進するよう努めていく必要があろう。
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